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令和4年7月9日(土)

一般社団法人 おおくままちづくり公社

町内不動産物件の取引に関する
事前準備セミナー
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セミナーの内容①

①大熊町における土地の価格について

ー１震災前後の土地取引件数と価格の動き

ー２土地の価格の考え方について

②不動産を売却する際に気をつけたいこと

ー１不動産に係る税について

ー２境界について

ー３農地について

ー４上下水道について

ー５告知事項について
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セミナーの内容②

③登記について

ー１土地・建物の登記の必要性

ー２農地の登記

ー３震災後の借地の考え方

④双葉郡における不動産取引の現状

ー１取引事例の紹介、傾向の確認、予想

⑤各不動産会社よりの今後の取組みについて

ーニーズエステート

ー東双不動産管理
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①大熊町における土地の価格について

～震災前後の土地取引件数と価格の動き～

年度 2008 2009 2010 2019 2020 2021

宅地 10 14 12 1 3 4

土地付建物 10 2 6 0 7 10

農地（転用） 9 2 4 1 2 2

農地 0 0 3 1 3 0

林地（宅地見込） 1 0 0 0 1 0

林地 1 1 1 0 0 0

合計 31 19 26 3 16 16

震災前3年の取引件数と直近3年の取引件数推移

出典：国土交通省土地情報総合システムより三瓶作成

・2020年は震災以前の取引件数に近づいてきている。
・2021年は土地付建物の取引件数が震災以前に並んだ。
→今後も取引件数が増加する傾向。
※町による収用の件数も入っている可能性がある。



5

①大熊町における土地の価格について

～震災前後の土地取引件数と価格の動き～

年度 2008 2009 2010

宅地 310,000円～20,000,000円 260,000円～57,000,000円 410,000円～32,000,000円

土地付建物 200,000円～21,000,000円 3,100,000円～12,000,000円 340,000円～17,000,000円

農地（転用） 4,000,000円～9,000,000円 8,200,000円～8,500,000円 1,200,000円～8,000,000円

農地 0 0 710,000円～800,000円

林地（宅地見込） 23,000,000円 0 0

林地 2,000,000円 700,000円 190,000円

年度 2019 2020 2021

宅地 12,000,000円 2,300,000円～28,000,000円 4,000,000円～61,000,000円

土地付建物 0 2,100,000円～50,000,000円 3,200,000円～54,000,000円

農地（転用） 3,500,000円 4,100,000円～150,000,000円 3,700,000円～27,000,000円

農地 190,000円 0 0

林地（宅地見込） 0 160,000,000円 0

林地 0 4,400,000円 0

出典：国土交通省土地情報総合システムより三瓶作成

震災前3年の価格帯と直近3年の価格帯

・価格帯を見ると、それぞれ大きさの大小は区別しない場合、価格が著しく低
価格なものは震災後見受けられない。復興需要や町の収用によって取引が行わ
れている様子。
→震災後の「価格の考え方・決め方」はどう考えればよいのか？
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①大熊町における土地の価格について

～土地の価格の考え方について～

・土地の価格を決める「一物四価」の考え方

①固定資産評価（町の評価）

→町内の一部地域は評価がない場合もある。

②倍率評価（国税庁の評価）

→固定資産評価に一定の「倍率」を乗じる。

③公示価格（国・県の評価）

→令和４年は実施なし。

④実勢価格（相場）

→価格を決める際は、実勢価格を確認しましょう。

（売買・賃貸共通）※各不動産業者にお問い合わせください。
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

～不動産に係る税について～

・固定資産税について（市町村税）

→固定資産評価に一定の割合を乗じ、所有者に課税。町内の一部区域は非課税
扱いだが、順次課税されていく予定。

・譲渡所得税について（所得税・住民税）

→売却した際に、取得したときにかかった費用より高く売れた場合に課税され
るもの。

・印紙税について（国税）

→売買・賃貸の契約をする際に、書面に貼付して納税するもの。

・不動産取得税について（買主側の視点、県税）

→不動産を取得した方に課税される。

・登録免許税について（買主側の視点、国税）

→不動産を「登記」する際に課税。

～重要なポイント～

税金の詳細な額や今後の税制
については、役場、お近くの税理
士や司法書士に確認しましょう。
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

～境界について～

・境界とは？（鋲、プラスチック、コンクリート、プレート、刻みなど）

引用：土地家屋調査士三枝剛一郎事務所
http://www.sasv.co.jp/tkcho/etc02.html

引用：みさと不動産プラス
https://misato-fp.co.jp/contents/1544

http://www.sasv.co.jp/tkcho/etc02.html
https://misato-fp.co.jp/contents/1544
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

～境界について～

・公図について

「公図」とは、法務局で管理されて
いる図面で、明治時代に租税徴収の
目的で作成されたものを起源とする
図面。「地図に準ずる図面」と記載
される。

・14条地図について

土地の面積や距離、形状、位置につ
いて正確性が高く、境界を一定の誤
差の範囲内で復元可能な図面。国土
調査により作成されたものも多く、
大熊町では14条地図になっている
土地も比較的多い。
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

～境界について～

・境界を明確にするのはだれ？

→土地を売買や賃貸借する際に、土地の境界を明確にすることは、
「基本的には所有者が行うこと」が慣例となっています。

なぜなら、土地の経過や隣地との経過など、所有者に情報が蓄積
されており、買主や借主が単独で自ら行うことが難しいためです。

また、境界を明確にするためには、一般に「土地家屋調査士」に
依頼することが多いです。

・費用はどのくらい？

→一般的な100坪程度の住宅地（境界点4点程、公道に面す）で
300,000円～400,000円程です。詳細は土地により異なるため、お
見積りとなります。
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

～農地について～

・売買するには許可が必要（３条・５条）

→農地には、田・畑があり、これを売却するためには、
農地法の許可が必要です。※詳細は農業委員会と協議。

・農地転用できない農地（農地の種別と農業振興地域）

→次ページ参照。

・営農できない農地もあります（特定復興拠点外）

→町の農業計画の確認の必要性あり。
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

出典：農林水産省
https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/totiriyo/nouchi_tenyo.html

https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/totiriyo/nouchi_tenyo.html
https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/totiriyo/nouchi_tenyo.html
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

～上下水道について～

・上水道はどのように入っていますか？

→双葉地方水道企業団にて確認できます。

・下水道はどのように入っていますか？

→大熊町役場 復興事業課にて確認できます。

・浄化槽は浄化槽業者へ点検を。

→大熊町役場 復興事業課・環境対策課にて確認ができ
ます。
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

～上下水道について～

・上下水道のトラブルについて

①以前、大きな区画の土地で、後から分譲や分割（分
筆）した際に、給水管が他人の土地を通って引き込みが
ある場合があり、トラブルの原因になります。

②他人の敷地（私道）を通って給水管を土地に引き込ん
でいる場合、工事の際に私道の所有者に承諾などを求め
る必要があります。
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

①の事例
他人の土地を経由して、土地に引込がある場合
※工事する際に隣地の承諾が必要になる場合があります。
可能な限り、他人の土地を経由しないで、引込直すこと
をお勧めいたします。

②の事例
他人の道（私道）を経由して、土地に引
込がある場合
※原則工事及び通行する際に隣地の承諾
が必要になります。水道管の利用条件な
ども取り交わしがあるか確認が必要です。

私道

所有地

↓水道管私設

町道 (公営)
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②不動産を売却する際に気をつけたいこと

～告知事項について～

・事件、事故が過去にあったかどうか。

→購入する方や借りる方が、「知っていれば契約をしなかった」

といったことが内容にネガティブな情報があれば告知をする必要があります。

・井戸や地中に埋設物はあるかどうか。

→井戸や埋設物などは、購入する方、借りる方の負担で撤去しなければいけな
くなるなど、そういったことが内容に土地にあるもので見えるもの・見えない
ものを正確に告知する必要があります。

・境界線の問題があるかどうか。

→前出の項目ですが、購入した後、借りた後に境界線がトラブルとなって揉め
るケースは非常に多いです。取引の前には、事前に境界に関しての情報を告知
する必要があります。
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③登記について

～土地・建物の登記の必要性～

・名義によっては売却できないことがあります。
→ex)相続登記を終えていない、他の人と共有名義等

・相続登記が終わっていない不動産は相続登記を。

・未登記建物の登記必要性
→未登記建物は所有権が不明確です。売買の際に登記が求め
られること（金融機関に融資を依頼する場合）があります。

・登記が必要な建物とは。
→土地に固着し、屋根壁（天井高1.5ｍ以上、3方向以上）が
あり、用途をもったある程度強固な建物
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③登記について

～重要なポイント～

登記が必要な建物かどう
かは、お近くの土地家屋
調査士や司法書士に確

認しましょう。

出典：福岡相続サポートセンター
https://www.e-souzok.com/

https://www.e-souzok.com/
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③登記について

～農地の登記について～

・農地の相続や名義について

→農地も他の土地同様、原則売却・賃貸するにあたって、
名義を現在の所有者と同一にする必要があります。

・農地転用後に地目変更が終わっていない農地は変更を。

→稀に、農地転用許可を受けて売買が終わっているが、
「地目の変更※農地→農地以外」にしていないケースが
あります。この状態では売買ができませんので、お近く
の土地家屋調査士・行政書士に確認をしましょう。



20

③登記について

※農地転用許可は取っていたが、地目変更を行わなった場合、すぐには売買ができない。
この場合は、土地家屋調査士・行政書士に相談しましょう。
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③登記について

～震災後の借地の考え方～

①借地契約の内容を確認しましょう。

※地代は震災後の入金や土地上の建物や構造物の撤去に
ついて等

②借主の連絡先、間に入った不動産会社の確認をしまし
ょう。

③互いの今後の意向について確認しあいましょう。

④今後の意向について書面を交わしましょう。

※解約なら解約合意書、継続なら再契約書となります。
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③登記について

～重要なポイント～

天災地変のよって契約の継続が困難
な地域であったため、契約自体は終了
になっているケースが殆どですが、相
手方ときちんと連絡を取り合い、左記
のような書面を交わすようにしましょう。

借地の権利が設定されている土地の
登記変更については、お近くの司法書

士に確認しましょう。
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④双葉郡における不動産取引の現状

～取引事例の紹介、傾向の確認、予想～

・浪江の事例（売買）

①帰還困難区域解除後すぐの頃は震災前の価格相場の約30％～40％で売買され
ていました。最近では取引事例が豊富になってきており、震災前の約70％～
80％程になっている地域もあります。

②町の政策に併せて土地価格が回復していく傾向があり、大熊町も今後の社会
状況に左右される部分が大きいと思われます。

③中古戸建物件の需要や帰還者の新築需要は一定程度あるため、2008年新築の
建物が1,600万円で売買された事例もありました。

④建物については、需要が予想されるため、状態を確認し、屋内片付けサポー
トなど活用しながら整理していき、住宅や事務所として売却する選択肢もある
かと思います。
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④双葉郡における不動産取引の現状

～取引事例の紹介、傾向の確認、予想～

・浪江の事例（賃貸）

①帰還困難区域解除後すぐの頃は、復興のためのゼネコン、下請企業のアパー
トや戸建の宿舎需要が高かったです。

②徐々に帰還者や町内の参入事業者、誘致企業の従業員宿舎などの利用が増加
していきました。

③土地については、解体が進み、事業者が参入するテナント物件が非常に少な
かった（現在も少ない）ため、土地を借りて、プレハブを設置したり、駐車場
や資材置き場として賃借するケースが多かったです。

④主に、復興事業のための用途で土地・建物が活用されるケースが多いため、
先ずは土地・建物の状況を把握・整理して、活用に向けて準備することで、借
り手を探しやすくなることが予想されます。
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⑤各不動産会社よりの今後の取組みについて

ニーズエステートの今後の取り組み

•個人・法人の土地・建物所有者の方々に、現状と今後の意向を伺
い、不動産活用の選択肢をお持ちの方々に目安としての「価格相
場」をお伝えしていきたいと考えています。

•町内不動産の流通を促進するために、情報を可能な限り早く、関
係各所、お客様に伝達できればと考えています。

•以前アパート運用を行っていたお客様には、大熊町の賃貸住宅改
修工事の補助金をご案内し、賃貸住宅の確保・普及を促進したい
と考えています。

•帰還者・移住者向けの賃貸住宅（新築戸建）のオーナーを募集し
ます。建物詳細については、別紙「株式会社ニーズがつくる新築
戸建チラシ」をご参照ください。
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⑤各不動産会社よりの今後の取組みについて
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⑤各不動産会社よりの今後の取組みについて
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⑤各不動産会社よりの今後の取組みについて

東双不動産管理㈱不動産運営Gの今後の取り組み

・弊社は、おおくままちづくり公社「不動産利活用支
援事業」を通して、皆様の土地、建物の調査、空き地
空き家バンク登録のお手伝い及び、不動産利活用のご
相談を承ります。

また、ご希望により弊社ホームページ又は、不動産
検索サイト「at home アットホーム」へ情報を掲載し、
県外利用者にも幅広くご紹介いたします。

土地、建物、貸家などのご相談などございましたら
お気軽にご連絡ください。
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掲載例

at homeアットホーム
不動産検索サイト
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ご清聴ありがとうございました。


